
 

保安規定 第６６条 条文 記載の説明 備考 
 

表６６－１４ 運転員が中央制御室にとどまるための設備 

 

６６－１４－１ 中央制御室の居住性確保① 

 

（１）運転上の制限 

項 目 ② 運転上の制限 ③ 

被ばく 

低減設備 

（１）中央制御室可搬型陽圧化空調機による加圧系が動作可能であること※１ 

（２）中央制御室待避室陽圧化装置（空気ボンベ）による加圧系が動作可能

であること※２ 

（３）データ表示装置（待避室），中央制御室待避室遮蔽（可搬型），差圧計及

び酸素濃度・二酸化炭素濃度計の所要数が動作可能であること 

その他設備 
可搬型蓄電池内蔵型照明及び中央制御室用乾電池内蔵型照明（ランタンタイ 

プ）の所要数が動作可能であること 

 

適用される 

原子炉の状態④ 
設 備 ⑤ 所要数 ⑥ 

運  転 

起  動 

高温停止 

炉心変更時※４

又は 

原子炉建屋原子

炉棟内で照射さ

れた燃料に係る

作業時 

中央制御室可搬型陽圧化空調機（フィルタユニット） ２台 

中央制御室可搬型陽圧化空調機（ブロワユニット） ４台 

中央制御室待避室陽圧化装置（空気ボンベ） １７４本 

データ表示装置（待避室） １台 

中央制御室待避室遮蔽（可搬型） １式 

酸素濃度・二酸化炭素濃度計 ２個 

差圧計 ２個 

運  転 

起  動 

高温停止 

冷温停止 

燃料交換 

可搬型蓄電池内蔵型照明 ２個 

中央制御室用乾電池内蔵型照明（ランタンタイプ） ４個 

衛星電話設備（常設） ※５ 

無線連絡設備（常設） ※５ 

常設代替交流電源設備 ※６ 

※１：陽圧化に必要なバウンダリ※３，弁，配管，ダクト及びダンパを含む。また，ダクト及

びダンパ等の故障により運転上の制限を満足しない場合は，「第５７条 中央制御室

非常用換気空調系」の運転上の制限も確認する。 

※２：陽圧化に必要なバウンダリ※３，弁及び配管を含む。 

※３：バウンダリの一時的な開放については，速やかにバウンダリ機能を復旧できる状態に

管理されていれば，運転上の制限を満足していないとはみなさない。 

※４：停止余裕確認後の同一水圧制御ユニットに属する 1組又は 1本の制御棒の挿入・引抜

 
① 設置許可規準規則（技術的能力審査基準）第五十九条（１．１６）が該当する。 
 
② 運転上の制限の対象となる系統・機器（添付－１） 
  
③ 以下の条文要求が運転段階においても維持できるよう，中央制御室可搬型陽圧化空調機

による加圧系が動作可能であること，中央制御室待避室陽圧化装置（空気ボンベ）による

加圧系が動作可能であること，並びにデータ表示装置（待避室）等の所要数が動作可能で

あることを運転上の制限とする。なお，中央制御室は６号炉及び７号炉共用で１つであ

り，上記の運転上の制限は中央制御室あたりの要求である。（保安規定変更に係る基本方

針４．３（１）） 
また，資機材搬入に伴うハッチ，扉等の一時的なバウンダリの開放については，要員を

配置する等速やかにバウンダリ機能を復旧できる状態に管理されていれば，運転上の制

限を満足していないとはみなさない。 
 

設置許可基準規則（技術的能力審査基準）第五十九条（１．１６） 
「原子炉制御室（の居住性に関する手順等）」として，重大事故が発生した場合において

も（重大事故等対処設備（特定重大事故等対処施設を構成するものを除く。）が有する原

子炉格納容器の破損を防止するための機能が損なわれた場合を除く。）運転員がとどまる

ために必要な設備を設置する（手順等を定める）こと。 
 
なお，通信連絡に係わる設備は，６６－１７－１（通信連絡設備）にて整理する。 

 
④ 中央制御室可搬型陽圧化空調機による加圧系，中央制御室待避室陽圧化装置（空気ボン

ベ）による加圧系，その他陽圧化時の監視計器や中央制御室待避室に配備する設備につい

ては，重大事故等が発生した場合においても運転員がとどまるために必要な設備（被ばく

評価において期待している設備）である。運転停止中／使用済燃料プールの有効性評価に

て，炉心損傷又は使用済燃料プールの燃料損傷に至ることがないことを示しているよう

に，冷温停止中は被ばくの原因となる大量の放射性物質放出を伴う事象が発生する可能

性は低いが中央制御室バウンダリと中央制御室陽圧化バウンダリは同バウンダリである

ことから中央制御室換気空調系（第 57 条）と同じ適用される原子炉の状態「運転，起動，

高温停止及び炉心変更時又は原子炉建屋原子炉棟内で照射された燃料に係る作業時」と

する。 
可搬型蓄電池内蔵型照明は，重大事故等が発生した場合においても運転員がとどまるた

めに必要な設備（被ばく評価において期待している設備以外）であり，中央制御室照明が

機能喪失した際には必要となる。中央制御室用乾電池内蔵型照明（ランタンタイプ）は，

重大事故等が発生し，身体サーベイ，作業服の着替え等に必要な照度の確保に必要となる

ことから，適用される原子炉の状態は「運転，起動，高温停止，冷温停止及び燃料交換」

とする。（保安規定変更に係る基本方針４．３（１）） 
 
⑤ ②に含まれる設備 
 
⑥ 中央制御室可搬型陽圧化空調機は，１Ｎ要求設備であり，中央制御室の居住性を確保する

ために必要な台数として，フィルタユニットは６号炉及び７号炉それぞれ１セット１台

の計２台及びブロワユニットは６号炉及び７号炉それぞれ１セット２台の計４台を所要

数とする。 
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を除く。 

※５：「６６－１７－１ 通信連絡設備」において運転上の制限等を定める。  
※６：「６６－１２－１ 常設代替交流電源設備」において運転上の制限等を定める。 
 

（２）確認事項 

項 目  ⑦ 頻 度 担 当 

１．中央制御室可搬型陽圧化空調機（ブロワユニット） 

の性能確認を実施する。 
定事検停止時 原子炉ＧＭ 

２．原子炉の状態が運転，起動及び高温停止において， 

中央制御室可搬型陽圧化空調機（フィルタユニッ 

ト）が使用可能であることを確認する。 

３ヶ月に１回 化学管理ＧＭ 

３．原子炉の状態が運転，起動及び高温停止において， 

中央制御室可搬型陽圧化空調機（ブロワユニット） 

を起動し，動作可能であることを確認する。 

３ヶ月に１回 当直長 

４．ＭＣＲ排気隔離ダンパ，ＭＣＲ通常時外気取入隔 

離ダンパ及びＭＣＲ非常時外気取入隔離ダンパが

閉することを確認する。 

１ヶ月に１回 当直長 

５．原子炉の状態が運転，起動及び高温停止において， 

所要数の中央制御室待避室陽圧化装置（空気ボン 

ベ）が規定圧力であることを確認する。 

３ヶ月に１回 当直長 

６．可搬型蓄電池内蔵型照明の点灯確認を行い，使用可 

能であることを確認する。 
３ヶ月に１回 当直長 

７．中央制御室用乾電池内蔵型照明（ランタンタイプ）

の点灯確認を行い，使用可能であることを確認す

る。 

３ヶ月に１回 放射線管理ＧＭ 

８．差圧計が健全であることを確認する。 定事検停止時 計測制御ＧＭ 

９．原子炉の状態が運転，起動及び高温停止において， 

差圧計が使用可能であることを外観点検により確 

認する。 

３ヶ月に１回 当直長 

10．原子炉の状態が運転，起動及び高温停止において， 

酸素濃度・二酸化炭素濃度計が使用可能であるこ 

とを確認する。 

３ヶ月に１回 発電ＧＭ 

11．酸素濃度・二酸化炭素濃度計の計器校正を実施す 

る。 
定事検停止時 発電ＧＭ 

12．原子炉の状態が運転，起動及び高温停止において， 

データ表示装置（待避室）の伝送確認を実施する。 

 

３ヶ月に１回 計測制御ＧＭ 

中央制御室待避室陽圧化装置（空気ボンベ）は，中央制御室待避室の居住性を確保するた

めに必要な容量として，工事計画認可申請書に基づき１７４本を所要数とする。 
データ表示装置（待避室）は，中央制御室待避室に待避中の運転員がプラントパラメータ

の監視を行うために必要な台数として，１台を所要数とする。 
中央制御室待避室遮蔽（可搬型）は，中央制御室待避室の遮蔽に必要となる１式を所要数

とする。 
酸素濃度・二酸化炭素濃度計は，中央制御室内及び中央制御室待避室内の陽圧化時の居住

環境を測定するため６号及び７号炉起動断面では３個必要だが，７号炉のみ起動断面で

は７号炉中央制御室及び中央制御室待避室にそれぞれ１個あればいいので２個を所要数

とする。 
差圧計は，中央制御室内とコントロール建屋，中央制御室待避室内とコントロール建屋の

陽圧化時の差圧を測定するために必要となる２個を所要数とする。 
可搬型蓄電池式内蔵照明は，７号炉の運転員が中央制御室内又は中央制御室待避室内で 
監視操作等に必要な照度を確保するために必要な台数として，２個を所要数とする。 
中央制御室用乾電池内蔵型照明（ランタンタイプ）は，身体サーベイ，作業服の着替え等 
に必要な照度を確保するために必要な個数として，４個を所要数とする。（保安規定変更 
に係る基本方針４．３（１），添付－２） 
 

⑦ 適用される原子炉の状態における確認事項を記載する。（保安規定変更に係る基本方針

４．２） 
 
ａ．性能確認（機能・性能が満足していることを確認する。） 

項目１，８，１１が該当。 
「保安規定変更に係る基本方針」の可搬型重大事故等対処設備のサーベランス頻度の

考え方に基づき定事検停止時に性能確認を実施する。 
 
ｂ．動作確認（運転上の制限を満足していることを定期的に確認する。） 

項目２，３，４，５，６，７，９，１０，１２，１３が該当。 
項目２，３，５，６，７，９，１０，１２，１３については，「保安規定変更に係る基

本方針」の可搬型重大事故等対処設備のサーベランス頻度の考え方に基づき，３ヶ月に

１回，動作可能であることを確認する。 
項目４の頻度については，設計基準事故対処設備のサーベランス頻度と同等とし，１ヶ

月に１回とする。 
なお，項目１１については，常設重大事故等対処設備であるが，系統と切り離して保管

しているため，可搬型重大事故等対処設備のサーベランス頻度の考え方と同様に，３ヶ

月に１回，動作可能であることを確認する。 
 

フィルタユニットについては，外観点検にて，保管容器がフィルタ性能に影響を与える

ような状態にないことを確認し，性能を満足していると判断する。 
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13．原子炉の状態が運転，起動及び高温停止において， 

中央制御室待避室遮蔽（可搬型）が使用可能であるこ 

とを確認する。 

３ヶ月に１回 放射線管理ＧＭ 

 

 

（３）要求される措置 

適用される 

原 子 炉 

の 状 態 

条 件 ⑧ 要求される措置 ⑨ 完了時間 

運  転 

起  動 

高温停止 

炉心変更時※７ 

又は 

原子炉建屋原

子炉棟内で照

射された燃料

に係る作業時 

Ａ．中央制御室可搬型

陽圧化空調機に

よる中央制御室

の加圧系が動作不

能の場合 

Ａ１．当直長は，７号炉の中央制御室非

常用換気空調系１系列を起動し，

動作可能であることを確認する

とともに，その他の設備※８が動作

可能であることを確認する。 

及び 

Ａ２．当直長は，代替措置※９を検討し，

原子炉主任技術者の確認を得て

実施する。 

及び 

Ａ３．当直長は，当該系統を動作可能な

状態に復旧する。 

速やかに 

 

 

 

 

 

３日間 

 

 

 

１０日間 

Ｂ．中央制御室待避室陽

圧化装置（空気ボ

ンベ）による中央

制御室待避室の加

圧系が動作不能の

場合 

Ｂ１．当直長は，７号炉の中央制御室非

常用換気空調系１系列を起動し，

動作可能であることを確認する

とともに，その他の設備※８が動作

可能であることを確認する。 

及び 

Ｂ２．当直長は当該機能を補完する自主

対策設備※１０が動作可能であるこ

とを確認する。 

及び 

Ｂ３．当直長は，当該機能を動作可能な

状態に復旧する。 

速やかに 

 

 

 

 

 

３日間 

 

 

 

１０日間 

 
 
 
 

 
 
 
 
⑧ 運転上の制限を満足しない場合の条件を記載する。 

中央制御室可搬型陽圧化空調機による加圧系等は，１Ｎ要求設備であるため，動作可能な

系統数が１Ｎ未満となった場合又は所要数を満足しない場合を条件として設定する。 
 
⑨ 要求される措置について記載する。（保安規定変更に係る基本方針４．３（２），（３）） 

 
【運転，起動及び高温停止】 
Ａ１．重大事故等対処設備が動作不能となった場合は，対応する設計基準事故対処設備が

動作可能であることを確認する。対象となる設備は「設置変更許可申請書（添付書

類八）」で整理した“機能喪失を想定する設計基準事故対処設備”である中央制御

室非常用換気空調系が該当し，完了時間は“速やかに”とする。  
中央制御室非常用換気空調系は，再循環運転モードを確認する。 

 
Ａ２．当該系統の機能を補完する代替措置（空調機の補充等）を検討し，原子炉主任技術

者の確認を得て実施する。完了時間は設計基準事故対処設備が動作可能である場

合のＡＯＴ上限（１Ｎ未満）である「３日間」とする。 
 
Ａ３．当該系統を動作可能な状態へ復旧する。完了時間は代替措置を実施した場合のＡＯ

Ｔ上限の「１０日間」とする。 
 
Ｂ１． Ａ１と同様。 
 
Ｂ２．動作不能となった重大事故等対処設備の機能を補完する自主対策設備が動作可能

であることを確認する。対象となる設備は「設置変更許可申請書（添付書類十）」

技術的能力で整理したカードル式空気ボンベユニットが該当し，完了時間は対応

する設計基準事故対処設備が動作可能である場合のＡＯＴ上限（１Ｎ未満）である

「３日間」とする。 
 
     カードル式空気ボンベユニットの準備操作は，空気の供給開始までに時間を要す

るが，中央制御室待避室に必要空気量を供給できることから，事前配備等の準備時

間短縮の補完措置を実施することで，中央制御室待避室陽圧化装置（空気ボンベ）

の機能を代替できる。（添付－３） 
 
Ｂ３． Ａ３と同様。 
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適用される 

原 子 炉 

の 状 態 

条 件 ⑧ 要求される措置 ⑨ 完了時間 

運  転 

起  動 

高温停止 

炉心変更時※７

又は 

原子炉建屋原

子炉棟内で照

射された燃料

に係る作業時 

Ｃ．動作可能なデータ

表示装置（待避

室），中央制御室待

避室遮蔽（可搬

型），差圧計，酸素

濃度・二酸化炭素

濃度計,可搬型蓄

電池内蔵型照明又

は中央制御室用乾

電池内蔵型照明

（ランタンタイ

プ）が所要数を満

足していない場合 

Ｃ１．当直長は，当該設備を動作可能な

状態に復旧する。 

又は 

Ｃ２．当直長は，代替措置※９を検討し，

原子炉主任技術者の確認を得て

実施する※１１。 

１０日間 

 

 

１０日間 

Ｄ．条件Ａ，Ｂ又はＣで

要求される措置を

完了時間内に達成

できない場合 

Ｄ１．当直長は，高温停止にする。 

及び 

Ｄ２．当直長は，冷温停止にする。 

２４時間 

 

３６時間 

Ｅ．炉心変更時※７又は

原子炉建屋原子炉

棟内で照射された

燃料に係る作業時

において，条件Ａ，

Ｂ，Ｃ又はＤで要求

される措置を完了

時間内に達成でき

ない場合 

Ｅ１．当直長は，炉心変更を中止する。 

及び 

Ｅ２．当直長は，原子炉建屋原子炉棟内で照

射された燃料に係る作業を中止す

る。 

速やかに 

 

速やかに 

冷温停止 

燃料交換 

Ａ．動作可能な可搬型

蓄電池内蔵型照明

又は中央制御室用

乾電池内蔵型照明

（ランタンタイ

プ）が所要数を満

足していない場合 

Ａ１．当直長は，当該設備を動作可能な状

態に復旧する措置を開始する。 

及び 

Ａ２．当直長は，代替措置※９を検討し，

原子炉主任技術者の確認を得て

実施する。 

速やかに 

 

 

速やかに 

※７：停止余裕確認後の同一水圧制御ユニットに属する 1組又は 1本の制御棒の挿入・引抜

を除く。 

 
 
 
 
Ｃ１．当該設備を動作可能な状態に復旧する。完了時間は，緊急時対策所に係るその他の

設備と同様に，「事故時計装」の２つのチャンネルが動作不能となった場合，少な

くとも１つのチャンネルを復旧するために認められている完了時間である「１０

日間」を準用し，「１０日間」とする。 
 
Ｃ２．当該設備の機能を補完する代替措置（表示装置又は記録要員の確保もしくは可搬型

遮蔽，計測機器又は可搬型照明の補充等）を検討し，原子炉主任技術者の確認を得

て実施する。完了時間は，緊急時対策所に係るその他の設備と同様，「事故時計装」

の２つのチャンネルが動作不能となった場合，少なくとも１つのチャンネルを復

旧するために認められている完了時間である「１０日間」を準用し，「１０日間」

とする。 
 
 
Ｄ１．，Ｄ２．既保安規定と同様の設定とする。 
 
Ｅ１．，Ｅ２．保安規定第５７条（中央制御室非常用換気空調系）と同様の設定とする。 
 
 
【冷温停止及び燃料交換】 
Ａ１．当該設備を動作可能な状態に復旧する措置を“速やかに”開始する。 

 
Ａ２．【運転，起動及び高温停止】におけるＣ２．と同様。ただし，代替措置とは，可搬

型照明の補充等をいう。また，冷温停止及び燃料交換であることから，完了時間は

“速やかに”とする。 
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保安規定 第６６条 条文 記載の説明 備考 
※８：残りの中央制御室非常用換気空調系１系列をいい，至近の記録等により動作可能であ

ることを確認する。 
※９：代替品の補充等をいう。 

※10：カードル式空気ボンベユニットによる中央制御室待避室の加圧をいう。（準備時間短

縮の補完措置を含む） 

※11：１０日間以内に代替措置が完了した場合，当該設備が復旧するまで運転上の制限の逸

脱は継続するが，１０日間を超えたとしても条件Ｄには移行しない。 
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設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 74 条 運転員が原子炉制御室にとどまるための設備】 
 

要求事項との対比表 

74 条-8 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備 考 

 炉心の著しい損傷が発生した場合にお

いても中央制御室に運転員がとどまるた

め，中央制御室内及び中央制御室待避室内

の酸素濃度及び二酸化炭素濃度が活動に

支障がない範囲にあることを把握できる

よう，酸素濃度・二酸化炭素濃度計（個数

3（予備 1））を中央制御室内に保管する設

計とする。 

⑥-2，⑥-4【74 条 19】  

 

 

 重大事故等が発生し，中央制御室の外側

が放射性物質により汚染したような状況

下において，運転員が中央制御室の外側か

ら中央制御室に放射性物質による汚染を

持ち込むことを防止するため，身体サーベ

イ及び作業服の着替え等を行うための区

画を設ける設計とする。 

⑦-1【74 条 20】 

 

身体サーベイの結果，運転員の汚染が確

認された場合は，運転員の除染を行うこと

ができる区画を，身体サーベイを行う区画

に隣接して設置する設計とする。 

⑦-2【74 条 21】  

 

 重大事故等時に，身体サーベイ，作業服

の着替え等に必要な照度の確保は，中央制

御室用乾電池内蔵型照明（ランタンタイ

プ）（6,7 号機共用）（個数 4（予備 1））

によりできる設計とする。 

⑦-3【74 条 22】  

 

 

 また，中央制御室内及び中央制御室待避

室内の酸素及び二酸化炭素濃度が活動に

支障がない範囲にあることを把握するた

め，酸素濃度・二酸化炭素濃度計を使用す

る。⑥-2 

 

 

 

 

 

 

 重大事故等が発生し，中央制御室の外側

が放射性物質により汚染したような状況

下において，運転員が中央制御室の外側か

ら中央制御室に放射性物質による汚染を

持ち込むことを防止するため，身体サーベ

イ及び作業服の着替え等を行うための区

画を設ける設計とする。⑦-1 身体サーベ

イの結果，運転員の汚染が確認された場合

は，運転員の除染を行うことができる区画

を，身体サーベイを行う区画に隣接して設

置する設計とする。⑦-2 また，照明につ

いては，乾電池内蔵型照明により確保でき

る設計とする。⑦-3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 また，中央制御室内及び中央制御室待避

室内の酸素及び二酸化炭素濃度が活動に

支障がない範囲にあることを把握するた

め，酸素濃度・二酸化炭素濃度計を使用す

る。◇1 （⑥-2） 

 主要な設備は，以下のとおりとする。 

・差圧計◇1 （⑥-1） 

・酸素濃度・二酸化炭素濃度計◇1 （⑥-2） 

 その他，設計基準事故対処設備である非

常用交流電源設備を重大事故等対処設備

（設計基準拡張）として使用する。 

 常設代替交流電源設備及び可搬型代替

交流電源設備については，「10.2 代替電

源設備」にて記載する。◇3  

 無線連絡設備（常設）及び衛星電話設備

（常設）については，「10.12 通信連絡設

備」にて記載する。◇3  

 

 (2)汚染の持ち込みを防止するための設

備 

 重大事故等が発生し，中央制御室の外側

が放射性物質により汚染したような状況

下において，運転員が中央制御室の外側か

ら中央制御室に放射性物質による汚染を

持ち込むことを防止するため，身体サーベ

イ及び作業服の着替え等を行うための区

画を設ける設計とする。◇1 （⑦-1）身体サ

ーベイの結果，運転員の汚染が確認された

場合は，運転員の除染を行うことができる

区画を，身体サーベイを行う区画に隣接し

て設置する設計とする。◇1 (⑦-2)また，照

明については，乾電池内蔵型照明により確

保できる設計とする。◇1 （⑦-3） 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

・要求事項に対する設計の明

確化 

 

 

 

 

 

 

 

・差異なし。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

 

 

 

 

 

 

・差異なし。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

 

 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

・要求事項に対する設計の明

確化 

 

 

 

 

発電用原子炉の運転を管理す

るための制御装置 

1.5 居住性の確保 

 

 

 

 

 

⑥-4 引用元：P21 

 

 

発電用原子炉の運転を管理す

るための制御装置 

1.5 居住性の確保 

 

放射線管理施設 

2.1 中央制御室及び緊急時

対策所の居住性を確保するた

めの防護措置 

 

放射線管理施設 

2.1 中央制御室及び緊急時

対策所の居住性を確保するた

めの防護措置 

 

 

放射線管理施設 

2.1 中央制御室及び緊急時

対策所の居住性を確保するた

めの防護措置 

 

 

 

 

6

t1114511
四角形



 

保安規定 第６６条 条文 記載の説明 備考 
 

表６６－１６ 緊急時対策所 

 

６６－１６－１ 緊急時対策所の居住性確保（対策本部） ① 

 

（１）運転上の制限 

項 目 ② 運転上の制限 ③ 

被ばく 

低減設備 

（１）５号炉原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部）陽圧化装置（空気ボン

ベ）による加圧系が動作可能であること※１ 

（２）５号炉原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部）二酸化炭素吸収装置の

所要数が動作可能であること 

（３）５号炉原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部）可搬型外気取入送風機

及び可搬型陽圧化空調機による加圧系が動作可能であること※２ 

（４）差圧計（対策本部），酸素濃度計（対策本部）及び二酸化炭素濃度計（対

策本部）の所要数が動作可能であること 

その他設備 
可搬型エリアモニタ（対策本部）及び５号炉原子炉建屋内緊急時対策所用乾 

電池内蔵型照明（ランタンタイプ）の所要数が動作可能であること 
 

適用される 

原子炉の状態④ 
設 備 ⑤ 所要数※４ ⑥ 

運  転 

起  動 

高温停止 

炉心変更時※５ 

又は 

原子炉建屋原子炉

棟内で照射された

燃料に係る作業時 

５号炉原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部）陽圧化

装置（空気ボンベ） 
１２３本 

５号炉原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部）二酸化

炭素吸収装置 
１台 

運  転 

起  動 

高温停止 

冷温停止 

燃料交換 

５号炉原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部）可搬型

外気取入送風機 
２台 

５号炉原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部）可搬型

陽圧化空調機 
１台 

差圧計（対策本部） １個 

酸素濃度計（対策本部） １個 

二酸化炭素濃度計（対策本部） １個 

可搬型エリアモニタ（対策本部） １台 

可搬型モニタリングポスト ※６ 

５号炉原子炉建屋内緊急時対策所用乾電池内蔵型照

明（ランタンタイプ） 
４個 

 
① 設置許可基準規則（技術的能力審査基準）第六十一条（１．１８）が該当する。 
 
② 運転上の制限の対象となる系統・機器（添付－１） 
 
③ 以下の条文要求が運転段階においても維持できるよう，５号炉原子炉建屋内緊急時対策所

（対策本部）陽圧化装置（空気ボンベ）による加圧系及び５号炉原子炉建屋内緊急時対策所

（対策本部）可搬型外気取入送風機及び可搬型陽圧化空調機による加圧系が動作可能であ

ること並びに５号炉原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部）二酸化炭素吸収装置等の所要数

が動作可能であることを運転上の制限とする。なお，５号炉原子炉建屋内緊急時対策所（対

策本部）は６号炉及び７号炉共用で１つであり，上記の運転上の制限は５号炉原子炉建屋内

緊急時対策所（対策本部）あたりの要求である。（保安規定変更に係る基本方針４．３（１）） 
 また，一時的なバウンダリの開放については，要員を配置する等速やかにバウンダリ機能

を復旧できる状態に管理されていれば，運転上の制限を満足していないとはみなさない。 
 

・設置許可基準規則（技術的能力審査基準）第六十一条（１．１８） 
「緊急時対策所（の居住性に関する手順等）」では，重大事故等が発生した場合において

も重大事故等に対処するために必要な指示を行う要員がとどまり，必要な指示を行うと

ともに，発電所内外の通信連絡をする必要のある場所と通信連絡するために必要な設備

を設置する（手順等を定める）こと。 
 

なお，必要な指示及び通信連絡に係わる設備は，６６－１７－１（通信連絡設備）にて

整理する。 
 

④ 陽圧化装置（空気ボンベ）による加圧系及び二酸化炭素吸収装置については，重大事故等が

発生した場合において，短期間の放射性物質放出（格納容器ベント実施時）に対応する設備

だが，必要な要員がとどまることができるよう適切な措置を講じたもの，必要な情報を把握

できる設備及び発電所内外との連絡を行うために必要な設備を設けたものであることか

ら，中央制御室換気空調系（第 57 条）と同じ適用される原子炉の状態「運転，起動，高温

停止及び炉心変更時又は原子炉建屋原子炉棟内で照射された燃料に係る作業時」とする。な

お，当該設備は６号炉及び７号炉共用設備であるが，本条文は７号炉の原子炉の状態に対し

て定める。 
可搬型外気取入送風機及び可搬型陽圧化空調機による加圧系，差圧計，酸素濃度計，二酸化

炭素濃度計，可搬型エリアモニタ及び５号炉原子炉建屋内緊急時対策所用乾電池内蔵型照

明（ランタンタイプ）については，長期間の放射性物質放出に対応する設備であるため，適

用される原子炉の状態は「運転，起動，高温停止，冷温停止及び燃料交換」とする。（保安

規定変更に係る基本方針４．３（１）） 
 
⑤ ②に含まれる設備 
 
⑥ 陽圧化装置（空気ボンベ）は，重大事故時において，対策本部の陽圧化並びに酸素濃度及び

二酸化炭素濃度を活動に支障がない範囲に維持するために必要な本数として，工事計画認

可申請書に基づき，１２３本を所要数とする。 
二酸化炭素吸収装置は，重大事故時において，対策要員等が二酸化炭素濃度の増加により 
窒息することを防止するために必要な台数として，１台を所要数とする。 

可搬型外気取入送風機は，必要な換気容量を有するもの２台を所要数とする。 
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保安規定 第６６条 条文 記載の説明 備考 
※１：陽圧化に必要なバウンダリ※３，弁及び配管を含む。 

※２：陽圧化に必要なバウンダリ※３及びダクトを含む。 

※３：バウンダリの一時的な開放については，速やかにバウンダリ機能を復旧できる状態に

管理されていれば，運転上の制限を満足していないとはみなさない。 

※４：５号炉原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部）あたりの合計所要数。 

※５：停止余裕確認後の同一水圧制御ユニットに属する制御棒１組又は１本の挿入・引抜を

除く。 

※６：「６６－１５－１ 監視測定設備」において運転上の制限等を定める。 

 

 

（２）確認事項 

項 目 ⑦ 頻 度 担 当 

１．５号炉原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部）可搬型

陽圧化空調機の活性炭フィルタが使用可能であることを

確認する。 

３ヶ月に１回 化学管理ＧＭ 

２．５号炉原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部）可搬型

陽圧化空調機の性能確認を実施する。 
定事検停止時 原子炉ＧＭ 

３．５号炉原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部）可搬型

陽圧化空調機を起動し，動作可能であることを確認する。 
３ヶ月に１回 

モバイル 

設備管理ＧＭ 

４．５号炉原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部）可搬型

外気取入送風機の性能確認を実施する。 
定事検停止時 原子炉ＧＭ 

５．５号炉原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部）可搬型

外気取入送風機を起動し，動作可能であることを確認す

る。 

３ヶ月に１回 
モバイル 

設備管理ＧＭ 

６．原子炉の状態が運転，起動及び高温停止において，５号

炉原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部）陽圧化装置（空

気ボンベ）が規定圧力であることを確認する。 

３ヶ月に１回 ５号炉当直長 

７．５号炉原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部）二酸化炭

素吸収装置の性能が維持されていることを確認する。 
定事検停止時 原子炉ＧＭ 

８．原子炉の状態が運転，起動及び高温停止において，５号

炉原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部）二酸化炭素吸収

装置が動作可能であることを確認する。 

１ヶ月に１回 原子炉ＧＭ 

９．可搬型エリアモニタ（対策本部）の機能確認を実施する。 １年に１回 放射線安全ＧＭ 

10．可搬型エリアモニタ（対策本部）が動作可能であることを

確認する。 
３ヶ月に１回 放射線安全ＧＭ 

11．酸素濃度計（対策本部）の計器校正を実施する。 １年に１回 発電ＧＭ 

12．酸素濃度計（対策本部）が使用可能であることを確認する。 ３ヶ月に１回 発電ＧＭ 

可搬型陽圧化空調機は，必要な換気容量を有するもの１台を所要数とする。 
差圧計は，５号炉原子炉建屋内緊急時対策所の陽圧化された室内と周辺エリアとの差圧範

囲を監視するため，１個を所要数とする。 
酸素濃度計及び二酸化炭素濃度計は，対策本部の酸素濃度及び二酸化炭素濃度が活動に支

障がない範囲内であることを測定するため，それぞれ１個を所要数とする。 
可搬型エリアモニタは，重大事故時において，対策本部内の放射線量の監視のため，１台を

所要数とする。 
５号炉原子炉建屋内緊急時対策所用乾電池内蔵型照明（ランタンタイプ）は，身体サーベ 
イ，作業服の着替え等に必要な照度を確保するために必要な個数として，４個を所要数と 
する。（保安規定変更に係る基本方針４．３（１），添付－２） 

 
 
⑦ 適用される原子炉の状態における確認事項を記載する。（保安規定変更に係る基本方針４．

２） 
 
ａ．性能確認（機能・性能が満足していることを確認する。） 

項目２，４，７，９，１１，１３，１５が該当。 
「保安規定変更に係る基本方針」の可搬型重大事故等対処設備のサーベランス頻度

の考え方に基づき定事検停止時（又は１年に１回）に性能確認を実施する。 
 
ｂ．動作確認（運転上の制限を満足していることを定期的に確認する。） 

項目１，３，５，６，８，１０，１２，１４，１６，１７が該当。 
項目１，３，５，６，１０，１２，１４，１６，１７「保安規定変更に係る基本方針」

の可搬型重大事故等対処設備のサーベランス頻度の考え方に基づき，３ヶ月に１回，

動作可能であることを確認する。 
項目８の頻度については，設計基準事故対処設備のサーベランス頻度と同等とし，１

ヶ月に１回とする。 
 

活性炭フィルタについては，外観点検にて，フィルタの保管状態に異常がないことを

確認することで，性能を満足していると判断する。 
 

酸素濃度計及び二酸化炭素濃度計については，電源を入れ，使用可能であることを確

認する。 
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保安規定 第６６条 条文 記載の説明 備考 

13．二酸化炭素濃度計（対策本部）の計器校正を実施する。 １年に１回 発電ＧＭ 

14．二酸化炭素濃度計（対策本部）が使用可能であることを確

認する。 
３ヶ月に１回 発電ＧＭ 

15．差圧計（対策本部）が健全であることを確認する。 １年に１回 計測制御ＧＭ 

16．差圧計（対策本部）が使用可能であることを外観点検によ 

り確認する。 
３ヶ月に１回 計測制御ＧＭ 

17．５号炉原子炉建屋内緊急時対策所用乾電池内蔵型照明（ラン 

タンタイプ）の点灯確認を行い，使用可能であることを確認 

する。 

３ヶ月に１回 放射線管理ＧＭ 

 
（３）要求される措置 

適用される 

原 子 炉 

の 状 態 

条 件 ⑧ 要求される措置 ⑨ 完了時間 

運  転 

起  動 

高温停止 

炉心変更時※７ 

又は 

原子炉建屋原

子炉棟内で照

射された燃料

に係る作業時 

Ａ．動作可能な可搬型エリ

アモニタ（対策本部）が

所要数を満足していな

い場合 

Ａ１．当直長は，当該設備を動作可能

な状態に復旧する措置を開始

する。 

及び 

Ａ２．当直長は，代替措置※８を検討

し，原子炉主任技術者の確認

を得て実施する。 

速やかに 

 

 

 

速やかに 

Ｂ．５号炉原子炉建屋内緊

急時対策所（対策本

部）可搬型外気取入送

風機及び可搬型陽圧

化空調機による加圧

系が動作不能の場合 

又は 

５号炉原子炉建屋内

緊急時対策所（対策本

部）陽圧化装置（空気

ボンベ）による加圧系

が動作不能の場合 

Ｂ１．当直長は，当該系統を動作可能

な状態に復旧する。 

又は 

Ｂ２．当直長は，代替措置※８を検討

し，原子炉主任技術者の確認

を得て実施する※９。 

１０日間 

 

 

１０日間 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑧ 運転上の制限を満足しない場合の条件を記載する。 

５号炉原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部）可搬型外気取入送風機及び可搬型陽圧化空調

機による加圧系等は，１Ｎ要求設備であるため，所要数が１Ｎ未満となった場合を条件とし

て設定する。 
 
⑨ 要求される措置について記載する。（保安規定変更に係る基本方針４．３（２），（３）） 

 
【運転，起動及び高温停止】 
Ａ１．当該設備を動作可能な状態に復旧する措置を開始する。完了時間は，保安規定第１

０３条（放射線計測器類の管理）において，放射線計測器類については「故障等に

より使用不能となった場合は，修理又は代替品を補充する。」としていることから，

この考え方を準用し“速やかに”動作可能な状態に復旧する措置を開始する。 
 
Ａ２．当該設備の機能を補完する代替措置（計測機器の補充等）を検討し，原子炉主任技

術者の確認を得て実施する。完了時間は，保安規定第１０３条（放射線計測器類の

管理）において，放射線計測器類については「故障等により使用不能となった場合

は，修理又は代替品を補充する。」としていることから，この考え方を準用し代替措

置を原子炉主任技術者の確認を得て“速やかに”実施する。 
 
Ｂ１．，Ｃ１．当該系統を動作可能な状態に復旧する。完了時間は，保安規定第２７条（計

測及び制御設備）の「事故時計装」の２つのチャンネルが動作不能となった場合，

少なくとも１つのチャンネルを復旧するために認められている完了時間である「１

０日間」を準用し，「１０日間」とする。 
 
Ｂ２．，Ｃ２．当該設備の機能を補完する代替措置（Ｂ２．については，送風機，空調機又

は空気ボンベの補充等。Ｃ２．については，二酸化炭素吸収装置，計測機器又は乾

電池内蔵型照明（ランタンタイプ）の補充等）を検討し，原子炉主任技術者の確認

を得て実施する。完了時間は，緊急時対策所に係るその他の設備と同様，「事故時計

装」の２つのチャンネルが動作不能となった場合，少なくとも１つのチャンネルを

復旧するために認められている完了時間である「１０日間」を準用し，「１０日間」

とする。 
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保安規定 第６６条 条文 記載の説明 備考 
Ｃ．動作可能な５号炉原子

炉建屋内緊急時対策所

（対策本部）二酸化炭

素吸収装置，差圧計（対

策本部），酸素濃度計

（対策本部），二酸化炭

素濃度計（対策本部）又

は５号炉原子炉建屋内緊

急時対策所用乾電池内蔵

型照明（ランタンタイプ）

が所要数を満足してい

ない場合 

Ｃ１．当直長は，当該設備を動作可能

な状態に復旧する。 

又は 

Ｃ２．当直長は，代替措置※８を検討

し，原子炉主任技術者の確認

を得て実施する※９。 

１０日間 

 

 

１０日間 

Ｄ．条件Ｂ又はＣで要求され

る措置を完了時間内に

達成できない場合 

Ｄ１．当直長は，高温停止にする。 

及び 

Ｄ２．当直長は，冷温停止にする。 

２４時間 

 

３６時間 

Ｅ．炉心変更時※７又は原子

炉建屋原子炉棟内で

照射された燃料に係

る作業時において，条

件Ｂ，Ｃ又はＤで要求さ

れる措置を完了時間内

に達成できない場合 

Ｅ１．当直長は，炉心変更を中止する。 

及び 

Ｅ２．当直長は，原子炉建屋原子炉棟

内で照射された燃料に係る作

業を中止する。 

速やかに 

 

速やかに 

 
適用される 

原 子 炉 

の 状 態 

条 件 ⑧ 要求される措置 ⑨ 完了時間 

冷温停止 

燃料交換 

Ａ．動作可能な可搬型エリア

モニタ（対策本部）が所

要数を満足していない

場合 

Ａ１．当直長は，当該設備を動作可能

な状態に復旧する措置を開始

する。 

及び 

Ａ２．当直長は，代替措置※８を検討

し，原子炉主任技術者の確認

を得て実施する。 

速やかに 

 

 

 

速やかに 

Ｂ．５号炉原子炉建屋内緊

急時対策所（対策本部）

可搬型外気取入送風機

及び可搬型陽圧化空調

機による加圧系が動作

不能の場合 

Ｂ１．当直長は，当該設備を動作可能

な状態に復旧する措置を開始

する。 

及び 

Ｂ２．当直長は，代替措置※８を検討

し，原子炉主任技術者の確認

を得て実施する。 

速やかに 

 

 

 

速やかに 

 
Ｄ１．，Ｄ２．既保安規定と同様の設定とする。 
 

Ｅ１．，Ｅ２．保安規定第５７条（中央制御室非常用換気空調系）と同様の設定とする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

【冷温停止及び燃料交換】 
Ａ１．，Ｂ１．，Ｃ１．当該設備を動作可能な状態に復旧する措置を“速やかに”開始する。 

 
Ａ２．，Ｂ２．，Ｃ２．当該設備の機能を補完する代替措置（Ａ２．及びＣ２．については，

計測機器又は乾電池内蔵型照明（ランタンタイプ）の補充等。Ｂ２．については，

送風機又は空調機の補充等。）を検討し，原子炉主任技術者の確認を得て“速やかに”

実施する。 
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保安規定 第６６条 条文 記載の説明 備考 
Ｃ．動作可能な差圧計（対策

本部），酸素濃度計（対

策本部），二酸化炭素濃

度計（対策本部）又は５

号炉原子炉建屋内緊急時

対策所用乾電池内蔵型照

明（ランタンタイプ）が所

要数を満足していない

場合 

Ｃ１．当直長は，当該設備を動作可能

な状態に復旧する措置を開始

する。 

及び 

Ｃ２．当直長は，代替措置※８を検討

し，原子炉主任技術者の確認

を得て実施する。 

速やかに 

 

 

 

速やかに 

※７：停止余裕確認後の同一水圧制御ユニットに属する制御棒１組又は１本の挿入・引抜を除

く。 

※８：代替品の補充等をいう。 

※９：１０日間以内に代替措置が完了した場合，当該設備が復旧するまで運転上の制限の逸脱

は継続するが，１０日間を超えたとしても条件Ｄには移行しない。 
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設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 76 条 緊急時対策所】 
 

要求事項との対比表 

76 条-3 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備 考 

 

ｅ）緊急時対策所の居住性につ

いては、次の要件を満たすもの

であること。①，② 

 

① 想定する放射性物質の放出

量等は東京電力株式会社福島第

一原子力発電所事故と同等とす

ること。 

 

② プルーム通過時等に特別な

防護措置を講ずる場合を除き、

対策要員は緊急時対策所内での

マスクの着用なしとして評価す

ること。 

 

③ 交代要員体制、安定ヨウ素

剤の服用、仮設設備等を考慮し

てもよい。ただし、その場合は、

実施のための体制を整備するこ

と。 

 

④ 判断基準は、対策要員の実

効線量が 7 日間で 100mSv を

超えないこと。 

 

ｆ）緊急時対策所の外側が放射

性物質により汚染したような状

況下において、緊急時対策所へ

の汚染の持ち込みを防止するた

め、モニタリング及び作業服の

着替え等を行うための区画を設

けること。① 

 

 5 号機原子炉建屋内緊急時対策所は，

重大事故等が発生し，5 号機原子炉建屋

内緊急時対策所の外側が放射性物質に

より汚染したような状況下において，要

員が5号機原子炉建屋内緊急時対策所内

に放射性物質による汚染を持ち込むこ

とを防止するため，身体サーベイ及び作

業服の着替え等を行うための区画を設

置する設計とする。 

①-5【76 条 5】  

 

身体サーベイの結果，要員の汚染が確

認された場合は，要員の除染を行うこと

ができる区画を，身体サーベイを行う区

画に隣接して設置することができるよ

う考慮する。 

①-9【76 条 6】 

 

身体サーベイ，作業服の着替え等に必

要な照度の確保は，5 号機原子炉建屋内

緊急時対策所用乾電池内蔵型照明（ラン

タンタイプ）（6,7 号機共用，5号機に保

管）（個数 4（予備 1））によりできる設計

とする。 

①【76 条 7】  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 重大事故等が発生し，5号炉原子炉建屋内

緊急時対策所の外側が放射性物質により汚

染したような状況下において，対策要員が

5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所内に放射

性物質による汚染を持ち込むことを防止す

るため，身体サーベイ及び作業服の着替え

等を行うための区画を設置する設計とす

る。①-5身体サーベイの結果，対策要員の

汚染が確認された場合は，対策要員の除染

を行うことができる区画を，身体サーベイ

を行う区画に隣接して設置することができ

るよう考慮する。①-9 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 重大事故等が発生し，5号炉原子炉建屋

内緊急時対策所の外側が放射性物質によ

り汚染したような状況下において，対策要

員が 5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所内

に放射性物質による汚染を持ち込むこと

を防止するため，身体サーベイ及び作業服

の着替え等を行うための区画を設置する

設計とする。◇1 （①-5）身体サーベイの結

果，対策要員の汚染が確認された場合は，

対策要員の除染を行うことができる区画

を，身体サーベイを行う区画に隣接して設

置することができるよう考慮する。◇1（①

-9） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

 

 

 

 

 

 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

 

 

 

・技術基準規則の要求事項に

対する基本設計方針を記載。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

緊急時対策所 

1.1.2 設計方針 

(4) 緊急時対策所機能の確保 

a. 居住性の確保 

放射線管理施設 

2.1 中央制御室及び緊急時

対策所の居住性を確保するた

めの防護措置 

 

 

 

放射線管理施設 

2.1 中央制御室及び緊急時

対策所の居住性を確保するた

めの防護措置 

 

 

 

放射線管理施設 

2.1 中央制御室及び緊急時

対策所の居住性を確保するた

めの防護措置 
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